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　本連載シリーズは，人事組織の
形態，役割分担と責任，ビジネス
側から人事部門への期待に焦点を
当てて，人事部門内の改革（HR 
Transformation）に関する先進事
例の紹介や今後への提言を示して
いく。第 7回では，人事組織を支
える情報システムをより効果的に
活用していく手立てを示したい。

人事情報システムは普及し，
投資は伸び続けている

　ここ十数年でERPパッケージ
を中心に人事情報システム
（HRIS）の導入が進み，その普及
率は非常に高い。矢野経済研究所
が2012年 7月～ 2012年10月に国
内の民間企業・団体・公的機関な
どの法人572社に実施したアンケ
ート調査では，人事･給与分野で
のシステム導入率は92.0％，また
パッケージ導入率は69.8％であっ
た（※）。すでに多くの企業で人事
情報システムが日常的に活用され
ていることを示している。
　また，米国のリサーチ会社で
あるケネディー・インフォメー
ションが2013年に発行したレポ
ート『HR Consulting in Asia』で

は，2013年における日本の人事
コンサルティング市場規模を約
11.3億ドル（約1,130億円）と概
算したうえで，その成長要因のひ
とつにHR Technology，すなわち
人事情報システムを挙げている。
そこでは，「日系グローバル企業
において，老朽化した人事システ
ムをクラウド型システム等の活用
によって刷新する需要が伸びてお
り，人事部門変革のコンサルティ
ングビジネスに大きく貢献してい
る」との見解が示されている。前
出の矢野経済研究所が公表してい
る『HRM市場動向に関する調査
結果 2011』（2011年 4月25日発
表）でも，日本における人事情報
システムパッケージのライセンス
市場規模は順調に拡大し，2013
年に300億円に上ると予測されて
いる。

人事情報システムの導入と
ガバナンス上のリスク

　このように積極的な人事情報シ
ステム投資の環境下で，導入後の
運用状況に注目すると，数多くの
問題点が顕在化している。主なも
のは以下の 3点である。

●システムが無用の長物と化す
　==>ERPパッケージ等で大規模
なシステムを導入したものの，多
くの機能を活用できていない。
●「個別最適」でシステムが増殖
　==>グローバル方針，人事部門
の各グループレベルの方針で導入
された周辺システムが多く運用さ
れ，データ項目によって正となる
システムがばらばらである。
　==>システム全体像と相互の関
連図が描けず，データの流れが把
握できない。
●「オペレーションの呪縛」に捕
らわれる
　==>現行オペレーションの省力
化のために複雑なルールをそのま
まシステム化してしまい，ルール
変更の度にコストがかかるため，
他の領域に手が回らない。
　==>システムに組み込まれたル
ールが正となるため，担当者変更
のたびにルールの伝達が困難とな
り，いつしか処理結果の検証がで
きなくなる。
　以下，より詳細に見ていきたい。
（1）システム活用の遅れによる業

務品質の低下リスク
　これは既存システムが使いこな
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せていないこと，またはシステム
化が遅れていることにより，人事
組織が果たすべき機能やその業務
の品質を損なうリスクである。
　人事情報システムは，「人事組
織がその機能を果たし，目的を達
成するための活動を支える情報シ
ステムプラットフォーム」であ
る。システム化の範囲や製品を検
討する際は，あくまで人事組織が
果たすべき機能の全体像のなか
で，どの部分が人事情報システム
でカバーされるべきか議論されて
いることが重要である。
　図表 1は，我々の考えに基づい
て人事組織が果たすべき機能を整
理し，その 3つの要素と人事情報
システムの構成要素の対応を示し
たものである。
　例えば，ビジネスの現場に対す
る貢献を最優先課題と捉えるな
ら，グローバルレベルでタイムリ
ーに情報を提供できるレポーティ
ング機能や，マネジャーの意思決
定スピードを向上させるセルフサ
ービス機能を優先的に強化するこ
とを検討する，という要領で人事
情報システムの範囲を決定する。
全体像のなかで優先順位づけをす
るため，意思決定の根拠がより明
確となり，遊休資産化してしまっ
ている既存システムの放棄や置き
換えの判断も進めやすい。
（2）情報の分散によるデータ品質

の低下と漏洩リスク
　いつの間にか人事データが格納

されるシステムが複数乱立し，ど
こに正のデータが存在するかが分
からなくなる。止むを得ず各担当
者はそれぞれ必要なデータを複数
のシステムから集め，個人の電子
ファイル上で活用し始める。やが
て誰かのファイルがマスターデー
タとして独り歩きし，そこでデー
タの更新も行われるようになって
しまう。このような現象が，人事
組織の日常業務で実に頻繁に発生
している。それぞれの業務で使用
するデータが最新かつ正確なもの
である保証がなくなり，さらには
独り歩きした電子ファイルから，
個人情報をはじめとする機密情報
の漏洩のリスクが高まることに
なる。
　これは主に，「マスターシステ
ム」，すなわちあらゆるシステム
の拠り所となる「唯一絶対」のマ
スターデータを保持する人事デー
タベースが存在しない，または位
置づけが不明確なためにその通り
に機能していないことに因る。
　マスターシステムを明確にする

うえで我々が最優先に位置づける
のは，Core-HRの構築または整備
である。Core-HRとは，入社・異
動・昇降格・退職といったコアと
なる人事プロセスを実施する人事
データベースであり，グローバル
展開の際にも世界共通で使用され
る。それに対し，給与計算等のオ
ペレーションやタレントマネジメ
ントを担うシステムは「下流シス
テム」と定義し，常にCore-HRか
ら正となる人事データを受け取る
位置づけにする（図表 2）。
　ERPパッケージを活用して人
事・給与システムを運用し，そこ
で入社・異動・昇降格・退職とい
ったコアとなる人事プロセスを実
施している場合も，そのシステム
がCore-HRとして完全に機能して
いるかどうかを検証する必要があ
る。例えば，新規でタレントマネ
ジメントシステムを導入する場
合，基本となる人事データや組織
データがCore-HRから提供できる
かどうか，不足がある場合は
Core-HRとタレントマネジメント

図表 1　人事が果たすべき機能から，人事情報システムの機能を決定する

人事組織が果たすべき機能
事業成長への直接的貢献
●グローバル人事の推進
●戦略的意思決定に寄与する人
事情報の提供
●現場のマネジャー・従業員の意
思決定スピード向上と事務手
続き負荷軽減

タレントマネジメント戦略
●採用戦略策定と推進
●グローバル最適な要員・配置
の実現

●ラーニング・成長機会の提供

最適化されたHRオペレーション
●標準化・効率化されたグローバ
ルHRサービスデリバリーモデ
ル
●コンプライアンス・法令対応

人事システムに要求される機能
●グローバル統合データベース
●レポーティング・分析機能
●マネジャー/従業員セルフサー
ビス

●タレントマネジメント機能
●グローバルモビリティ機能
●ラーニングマネジメント機能

●従業員データ管理・検索機能
●給与計算
●勤怠管理
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システムのいずれに追加するか
（二重管理の可能性があれば，必
ずCore-HRに追加する）等，注意
深く検討・整備することが望まし
い。
（3）オペレーションのブラックボッ

クス化によるミス発生リスク
　これは「オペレーションの呪
縛」に捕らわれたシステム，すな
わち複雑なルールに基づいたオペ
レーションを省力化するためにシ
ステム化されるケースにありがち
なリスクである。システム化した
複雑なルールの内容や要件の発生
経緯が，担当者変更，シェアード
サービス化等によっていつしか分
からなくなり，「システムのみぞ
知る」状態に陥る。結果として誤
ったオペレーションを察知でき
ず，業務への大きな支障や，コン
プライアンス違反を生じるリスク
につながる。対応策としては，業
務の「標準化」と「最小限化」の

重要性を強調したい。
　近年，特にグローバル企業にお
いて，オペレーションの集約（シ
ェアードサービス化）やアウトソ
ーシング化の動きが活発である。
その際に求められるのは，シェア
ードサービスとなる組織やアウト
ソーサーが，できる限り世界共通
のプロセス・システムでオペレー
ションを実施できることである。
この，いわば「最大公約数」を高
められるほどオペレーション効率
が上がり，必要な費用も下がる。
その上に各国固有で必要な部分を
付加していくことになるが，我々
のグローバルプロジェクトにおけ
る経験上，その判断基準は「法令
要件や組合要件に当たるか否か」
のみといえる。該当しない場合は
世界共通のプロセス・システム対
応するための工夫を求められる。
そうすることで，結果として不要
なルールやオペレーションは淘汰

され，最小限化される。また，集
約やアウトソーシングをする都合
上，残存するオペレーションのル
ールは明確に文書化されて引き継
がれるので，ブラックボックス化
することもなくなる。

「統合一体型」から
「最適組み合わせ型」へ

　人事情報システムのトレンドを
5つのポイントでまとめたものが
図表 3である。今回特に強調した
いのが，初めの 2点に掲げた「ク
ラウド/SaaS型システム」と
「“Best-of-Breed”型ソリューショ
ン」である。これらは我々の考え
る「次世代人事情報システム」の
特徴であり，すでに述べたリスク
への対応策にも合致する。
（1）クラウド/SaaS型システムの

活用
　ご存知の通り，「クラウド/SaaS
（＝Software as a Service）型シス
テム」とは，ERPパッケージのよ
うにユーザー側のサーバーにソフ
トウェアを導入するのではなく，
ベンダーが自社環境で稼動する機
能を「サービス」としてユーザー
が利用する形態のシステムを指
す。その形態ゆえに，導入時の初
期投資を抑え，比較的短期に運用
を開始できる。Infi niti Research 
Limited社 に よ る 調 査『Global 
SaaS-based HRM Market 2011-
2015（Executive Summary）』によ
れば，グローバルでのクラウド/

図表 2　マスターシステムとなるCore-HRを整備する

人事情報システム概念図（Core-HRと下流システム）

Core-HR

勤怠

年休管理

出退勤管理

ベネフィット

福利厚生管理

持株・財形管理

入社手続き 組織管理

異動 従業員管理

昇降格 退職

給与

賃金・賞与計算 退職金計算

年末調整

データの流れ

タレントマネジメント

後継者管理 コンピテンシー
評価

パフォーマンス
評価キャリア開発

学習・研修管理 要員計画
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SaaSベース人事情報システムの
市場規模は，年間12.83パーセン
トで成長し，2015年には28.2億ド
ル（約2,820億円）に達すると予測
されている。同調査では，成長要
因として主に以下を挙げている。
●導入期間短縮への要求の増加
●（クラウド/SaaS型製品の多い）
タレントマネジメント機能導入
案件の増加
●人事情報システム市場における
Webベースシステムへの嗜好性
の高さ
　クラウド/SaaS型製品が強みを
発揮している領域が，前述の
Core-HRやタレントマネジメント
である。すでに述べた「人事組織
の果たすべき機能」や「マスター
システムとしてのCore-HR」とい
う観点から人事情報システムを強
化する場合，比較的短期で，かつ
安価に導入できるという点から，
選択肢として非常に相性が良い。
（2）“Best-of-Breed” 型ソリュー

ションへの移行
　トレンドの 2点目は， 1点目に
も大きく関連する。それは，クラ
ウド/SaaS型製品を含め，複数の
製品・ソリューションから最適な
ものを組み合わせて運用するとい
うものだ。例えばERPパッケー
ジでは，「統合」システムとして
できるだけ多くの領域をカバーす
ることに価値を見出すことも多か
った。Core-HRや給与計算はもち
ろん，できればタレントマネジメ

ントも同一のパッケージで導入す
るというような考え方だ。
　この“All-in-One”，または「統
合一体型」ともいえる思想は，一
見するとシンプルかつ合理的なア
プローチであった。しかし，選択
したパッケージがすべての領域に
おいて良質であるとは限らず，例
えば機能不足のため一部の領域で
システム化を諦めたり，各国固有
の要件の実装を優先したためグロ
ーバル共通のCore-HRの機能が難
しくなる等，人事情報システム全
体として最適なソリューションを
構築するうえでは問題点も出てく
る。それに対し“Best-of-Breed”
型は，いわば「最適組み合わせ型」
だ。既存のERPパッケージはも
ちろん，新たにクラウド/SaaS型
製品等を活用しながら，各領域に
おいて最適な製品を選択し，それ
らを「インテグレーション」（シ
ステム間連携）で組み合わせて運
用するアプローチである。ERP
パッケージ・クラウド/SaaS型製
品ともに，他システムとのインテ
グレーション構築には強いため，
技術的な障壁も低い。

　重要なポイントは，既存システ
ムやベンダーの守備範囲に捕らわ
れず，必要な機能を最適なソリュ
ーションで実現することである。

人事情報システム投資の
目的と成功指標を明確に

　市場規模が示す通り，読者諸氏
の企業においても今後人事情報シ
ステムへの積極的な投資が行われ
ることであろう。その際は今回述
べたリスクへの対応，ならびに最
適な組み合わせの実現をぜひ意識
していただきたい。
　また，目的は常に明確にしてい
なければならない。図表 1で検証
したそれぞれの人事機能におい
て，導入後の効果を測る指標を予
め設定し，定期的にモニタリング
するプロセスを確立するとよい。
これは，IT部門ではなく，人事
部門が主体的に行うべきガバナン
スの一環である。本稿が今後のご
検討の一助となれば幸いである。

※出所：『ERP/ 業務ソフトウェアの導
入実態─会計，人事，販売，SCM，
CRM─』矢野経済研究所

図表 3　次世代人事情報システムのトレンド

柔軟で安価なクラウド/SaaS型システムの台頭

“All-in-One” の ERPから，最適な製品を組み合わせて実現する
“Best-of-Breed” 型ソリューションへの移行

経営層に向けた分析・レポーティング機能の強化

モバイル機器を活用したセルフサービス機能の強化

コラボレーション機能の強化
（スピーディーで手軽な情報共有，ソーシャルメディアと連携した情報発信等）5
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